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子ども・子育て支援法　児童福祉法

款

針路 04
分野施策 0401

１　事業概要 ５　事業説明
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　妊婦のための支援給付が創設され令和７年度から施行
されるところ、妊娠期からの切れ目ない支援を行う観点
から、児童福祉法の妊婦等包括相談支援事業等の支援を
効果的に組み合わせて、子ども・子育て支援法の妊婦の
ための支援給付を実施することにより、 妊婦等の身体
的、精神的ケア及び経済的支援を実施する。

　ア　利用者支援事業（妊婦等包括相談支援事業型）
　　　55,988千円
　イ　妊婦のための支援給付のための事務費
　　　37,325千円

（１）事業内容
　　ア　利用者支援事業（妊婦等包括相談支援事業型）　55,988千円
　　イ　妊婦のための支援給付のための事務費　　　　　37,325千円

（２）事業計画
　　ア　利用者支援事業（妊婦等包括相談支援事業型）
　　　　市町村が実施する、妊娠届出時から出生届出後に至るまでの出産・育児等の見通しをたてるための面談等にかか
　　　る費用に対し、補助金を交付する。
　　イ　妊婦のための支援給付のための事務費
　　　　市町村が実施する、妊婦のための支援給付のための人件費や振込手数料等の事務費に対し、補助金を交付する。

（３）事業効果
　　全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境が整備される。
　　【活動指針（アウトプット）】利用者支援事業（妊婦等包括相談支援事業型）
　　　　　　　　　　　　　　　　（妊娠届出後・妊娠8か月・出生届出後）を実施
　　　　　　　　　　　　　　　　妊婦のための支援給付
　　　　　　　　　　　　　　　　（妊娠届出時及び出生届提出時/妊婦にそれぞれ5万円ずつ相当）を支給
　　【成果指標（アウトカム）】未受診妊婦数の減少、妊娠届出時の面談実施率の増加

２　事業主体及び負担区分
国1/2（県1/4）市町村1/4

３　地方財政措置の状況
（区分）こども子育て費（細目）こども成育費（細節）
こども・子育て支援

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×2.8人＝26,600千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比

決定額 93,313

前年額 867,628 867,628

― 保健医療部 166 ―

子育てに希望が持てる社会の実現

93,313 △774,315

きめ細かな少子化対策の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 55,988千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 55,988 △78,289

合計 55,988 △78,289

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 55,988 △78,289 事業実施にかかる補助金

合計 55,988 △78,289

単位事業名 予算額 37,325千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 37,325 37,325

合計 37,325 37,325

　

主な内容

事業内訳書

埼玉県妊婦のための支援給付費補助金

利用者支援事業（妊婦等包括相談支援事業型）

主な内容

主な内容

妊婦のための支援給付のための事務費



 

 

単位事業名 予算額 37,325千円

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 37,325 37,325 妊婦のための支援給付のための事務費にかかる補助金
63市町村分

合計 37,325 37,325

妊婦のための支援給付のための事務費

主な内容


